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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　垂直軸としての第一回転軸を有し、前記第一回転軸周りに回転可能な第一部材と、
　前記第一部材の進行方向の背面側に配置された第二部材と、
　を有するマグナス式推力発生装置であって、
　前記第一部材および前記第二部材は、前記第一回転軸に対して平行な第二回転軸周りに
回転可能であり、
　前記マグナス式推力発生装置の前記第一回転軸に垂直な平面上において、
　前記第一回転軸から前記第一部材の表面の最も遠い部位までの距離をＬとし、
　前記第一回転軸から前記第二部材の表面の最も近い部位までの距離をＭとした場合、
　（Ｍ－Ｌ）／Ｌ＜２
　を充たすことを特徴とするマグナス式推力発生装置。
【請求項２】
　前記第二部材が、前記第一部材の進行方向と逆方向に伸びた略板形状である、請求項１
に記載のマグナス式推力発生装置。
【請求項３】
　前記第二部材が、前記第一部材の進行方向と逆方向に伸びた略流線型形状である、請求
項１および２のいずれかに記載のマグナス式推力発生装置。
【請求項４】
　前記第二部材は、その表面に任意に凹凸を有することを特徴とする、請求項１ないし３
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のいずれかに記載のマグナス式推力発生装置。
【請求項５】
　前記第一部材は、その表面に任意に凹凸を有することを特徴とする、請求項１ないし４
のいずれかに記載のマグナス式推力発生装置。
【請求項６】
　請求項１ないし５のいずれかに記載のマグナス式推力発生装置を用いた風力回転装置、
水力回転装置または潮力回転装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、流体中で回転する略円筒形状の円筒翼が発生するマグナス力を用いた推力発
生装置、前記推力発生装置を用いて回転させる風力回転装置、水力回転装置、潮力回転装
置、ならびに前記推力発生装置を用いて発電機を回転させる風力発電機、水力発電機、潮
力発電機などの流体機械に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来から、流体中で回転する円筒翼が発生するマグナス力を利用する装置が存在する。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２０１０－１４３５３０号公報
【特許文献２】特開２００８－１０６６１９号公報
【特許文献３】特開２００７－８５３２７号公報
【特許文献４】特開２００８－８２１８５号公報
【特許文献５】特開２００８－１７５０７０号公報
【特許文献６】特開２０１０－１２１５１８号公報
【特許文献７】特開ＷＯ２０１３／０１４８４８号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　特許文献１に示すような車両用空力制御装置においては、円筒翼を回転させたときに発
生するマグナス力により、車両のダウンフォースを得ることを目的としている。
【０００５】
　特許文献２に示すような複合マグナス翼においては、マグナス力により、水平軸風車の
回転トルクや、航空機の揚力を得ることを目的としている。
【０００６】
　特許文献３や特許文献４に示すようなマグナス型風力発電装置においては、マグナス力
により、水平軸風車の回転トルクを得ることを目的としている。
【０００７】
　特許文献１や特許文献２のように、車両や航空機においてマグナス力を利用する場合、
円筒翼に作用する気流は、車両や航空機の移動による相対風速であり、気流の方向は車両
や航空機の移動方向により決まり、基本的に一定であることを想定している。
【０００８】
　また、特許文献３や特許文献４のように、水平軸風車においてマグナス力を利用する場
合も、風車のヨー軸制御により、受風面を風向きに合わせるため、円筒翼に作用する気流
の方向は基本的に一定であることを想定している。
【０００９】
　しかし、例えば垂直軸風車においてマグナス力を利用する場合、円筒翼に作用する気流
の方向は、その時々の風向や風車自身の回転運動により、常に変化するので、特許文献１
ないし特許文献４のような想定を前提とすることはできないという問題があった。
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【００１０】
　また、垂直軸風車の場合は、円筒翼を一方向に回転させたときに発生するマグナス力の
方向が、風車の風上側と風下側で同じ方向なので、垂直軸風車の回転トルクとしては互い
に逆になり、打ち消し合あってしまうという問題があるため、水平軸風車をそのまま垂直
型風車とすることはできなかった。
【００１１】
　特許文献５では、風車中央部に設けた風速整流装置で風車風下側の円筒翼を遮蔽するこ
とで、風車風下側で発生する逆方向のマグナス力を抑制する方法が示されている。
【００１２】
　しかし、風車中央部に設けた風速整流装置の場合、風車風下側の領域全体にわたって円
筒翼を遮蔽することができないため、風車風下側で発生する逆方向のマグナス力を効率よ
く抑制することが困難である。
【００１３】
　特許文献６では、風車の風上側と風下側で、円筒翼の回転方向を変えることで、マグナ
ス力の方向を切り替え、風車の風上側と風下側で同一方向の風車回転トルクを発生させる
方法が示されている。
【００１４】
　しかし、風向にあわせて円筒翼の回転方向を個別かつ頻繁に切り替えるため、制御が複
雑になり、さらに、風向が頻繁に変動するような環境では、風向変化に円筒翼の回転方向
の切り替えが追い付かず、発電効率が低下する可能性がある。
【００１５】
　特許文献７では、円筒翼を二本一組にして各々の回転方向を逆にすることにより、風車
の風上側と風下側で同一方向の風車回転トルクを発生させる方法が示されている。
【００１６】
　この方法によれば、風向が頻繁に変動しても常に同一方向の風車回転トルクを発生させ
ることができるが、円筒翼二本分のコストがかかる。
【００１７】
　本発明は、上記課題を考慮して、簡易な構造により、円筒翼に作用する流れの方向に応
じて、円筒翼に発生するマグナス力の大きさを効率的に制御することが可能な推力発生装
置を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１８】
　上記目的を達成するために、第１の本発明は、
　第一回転軸を有し、前記第一回転軸周りに回転可能な第一部材と、
　前記第一部材の進行方向の背面側に配置された第二部材と、
　を有するマグナス式推力発生装置であって、
　前記第一部材および前記第二部材は、前記第二回転軸周りに回転可能であり、
　前記マグナス式推力発生装置の前記第一回転軸に垂直な平面上において、
　前記第一回転軸から前記第一部材の表面の最も遠い部位までの距離をＬとし、
　前記第一回転軸から前記第二部材の表面の最も近い部位までの距離をＭとした場合、
　（Ｍ－Ｌ）／Ｌ＜２
　を充たすことを特徴とするマグナス式推力発生装置である。
【００１９】
　第２の本発明は、
　前記第二部材が、前記第一部材の進行方向と逆方向に伸びた略板形状である、第１の本
発明のマグナス式推力発生装置である。
【００２０】
　第３の本発明は、
　前記第二部材が、前記第一部材の進行方向と逆方向に伸びた略流線型形状である、第１
および第２の本発明のマグナス式推力発生装置である。
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【００２１】
　第４の本発明は、
　前記第二部材は、その表面に任意に凹凸を有することを特徴とする、第１ないし第３の
本発明のいずれかのマグナス式推力発生装置である。
【００２２】
　第５の本発明は、
　前記第一部材は、その表面に任意に凹凸を有することを特徴とする、第１ないし第４の
本発明のいずれかのマグナス式推力発生装置である。
【００２３】
　第６の本発明は、
　第１から第５の本発明のいずれかのマグナス式推力発生装置を用いた風力回転装置、水
力回転装置または潮力回転装置である。
【発明の効果】
【００２４】
　流体中で第一部材を回転させたとき、流れの方向と第一部材の回転方向が一致する領域
（流れ加速側）では、第一部材の回転により流れが加速されることで、第一部材表面の圧
力が下がり、流れの方向と第一部材の回転方向が逆方向になる領域（流れ減速側）では、
第一部材の回転により流れが減速されることで第一部材表面の圧力が上がる。
【００２５】
　流れ加速側と流れ減速側の圧力差が推力（マグナス力）を生じさせるので、マグナス力
は流れの方向に対して直角方向の力となる。
【００２６】
　ここで、第一部材表面から第一部材の直径を超えない距離の流れ加速側の領域に、板形
状などの第二部材を設けた場合、流れ加速側の流れが、第二部材により阻害されて減速す
るため、流れ加速側の第一部材表面の圧力が下がりにくくなり、流れ減速側の第一部材表
面との圧力差が小さくなる結果、第一部材に発生するマグナス力の大きさが減少する。
【００２７】
　一方で、第一部材表面から第一部材の直径と同じ距離よりも近い流れ減速側の領域に第
二部材を設けた場合も、流れ減速側の流れが、第二部材により阻害されて減速するが、も
ともと流れが減速される側のため、第二部材の有無による流れの減速の程度に大きな違い
は生じない。このため、第一部材の流れ減速側に第二部材を設けたとしても、第一部材表
面の圧力は、第二部材がない場合と同程度となる結果、流れ加速側の第一部材表面との圧
力差は大きく変化しないため、第一部材に発生するマグナス力の大きさは、第一部材の流
れ減速側に第二部材がない場合と同程度となる。
【００２８】
　第１の本発明においては、第一部材の進行方向に対する背面側に、第二部材を設けた場
合、第一部材の進行方向に対する流れの方向によって、相対的に第二部材の位置が第一部
材の流れ加速側にある状態と、流れ減速側にある状態のどちらかになる。
【００２９】
　例えば、第１の本発明を垂直軸風車に利用し、風車の回転方向、すなわち第一部材の進
行方向を風車の時計回り方向とした場合について考える。
【００３０】
　風車の風上側において、第一部材に生じるマグナス力の方向を、風車全体が時計回りに
回転する方向にするためには、第一部材を時計回りに回転させればよい。
【００３１】
　このとき、第一部材の進行方向に対する背面側に設けた第二部材は、第一部材の流れ減
速側の範囲にあることになる。
【００３２】
　従って、風車の風上側において第一部材に発生する、風車時計回りの方向のマグナス力
の大きさは、第二部材がない場合と同程度となる。
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【００３３】
　一方、風車の風下側では、時計回りに回転する第一部材に生じるマグナス力の方向は、
風車全体を反時計回りに回転させる方向になる。
【００３４】
　このとき、第一部材の進行方向に対する背面側に設けた第二部材は、第一部材の流れ加
速側の範囲にあることになる。
【００３５】
　従って、風車の風下側において第一部材に発生する、風車反時計回りの方向のマグナス
力の大きさは、第二部材がない場合と比べて減少する。
【００３６】
　よって、風車の風上側と風下側の回転力が打ち消しあわず、風車は時計回りに回転する
ことになる。
【００３７】
　また、第二部材と第一部材表面との距離を、第一部材の直径以下とすることで、第二部
材が第一部材の流れ加速側にある場合の流れの減速効果を、より高めることができるので
、第一部材に発生するマグナス力の大きさを、より効率的に制御することが可能となる。
【００３８】
　このように、第二部材という簡易な構造により、第一部材に作用する流れの方向に応じ
て、第一部材に発生するマグナス力の大きさを効率的に制御することが可能な推力発生装
置を提供することができる。
【００３９】
　第２の本発明においては、第二部材を、第一部材の進行方向と逆方向に伸びた略板形状
とすることで、第一部材に作用する流れの方向に応じて、第一部材に発生するマグナス力
の大きさを、より効率的に制御することが可能となる。
【００４０】
　例えば、第２の本発明を垂直軸風車に利用し、風車の回転方向、すなわち第一部材の進
行方向を風車の時計回り方向とした場合について考える。
【００４１】
　このとき、マグナス式推力発生装置のアジマス角を、風の流入方向を０度として時計回
りと定義すると、第一部材の進行方向に対する背面側に設けた第二部材は、アジマス角０
度においては第一部材の流れ減速側の中央位置、アジマス角４５度においては、第一部材
の流れ減速側の中央から風上側に向かって４５度の位置、アジマス角９０度においては、
第一部材の流れ減速側の中央から風上側に向かって９０度の位置、すなわち流れ加速側と
の境界に位置することになる。
【００４２】
　このとき、第二部材の、第一部材の進行方向に対して直角方向の幅が大きいと、０度か
ら９０度の範囲でアジマス角が大きくなるにつれて、第二部材の端部が、第一部材の流れ
加速側の領域まで阻害するようになり、流れ加速側の流れが阻害される結果、第一部材に
発生するマグナス力が減少してしまう。
【００４３】
　第二部材を、第一部材の進行方向に対して直角方向の幅が小さい略板形状とすることで
、０度から９０度の範囲でアジマス角が大きくなっても第二部材の端部が流れ加速側の領
域を阻害しにくくなり、第一部材に発生するマグナス力の減少を防止することができる。
【００４４】
　第３の本発明においては、０度から９０度の範囲でアジマス角が大きくなっても第二部
材の端部が流れ加速側の領域を阻害しにくくなり、第一部材に発生するマグナス力の減少
を防止することができる点については第２の本発明と同様であるが、さらに、第二部材の
形状を略流線型とすることで、第二部材の流体抵抗を減少させることができる。
【００４５】
　第４の本発明においては、第二部材の表面には、溝、ディンプル、突起物、ボルテック
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スジェネレータなど、任意の凹凸による流れ制御手段を有することにより、第二部材の流
体抵抗を減少させたり、風切音などの騒音を減少させることができる。
【００４６】
　第５の本発明においては、第一部材の表面には、突起物、もしくは切り欠きなど、任意
の凹凸を有することにより、円筒翼１に発生するマグナス力を大きくすることができる。
【００４７】
　第６の本発明においては、第１から第６の本発明のマグナス式推力発生装置を垂直軸、
もしくは流れに対して直角方向の水平軸をもつ風力回転装置、水力回転装置または潮力回
転装置に用いることで、第二部材という簡易な構造により、第一部材を一方向に回転させ
たときに下流側で発生する、回転装置を逆回転させる方向のマグナス力を抑制し、回転装
置の効率を向上させることができる。
【図面の簡単な説明】
【００４８】
【図１】（ａ）～（ｂ）は、本発明にかかる実施の形態１におけるマグナス式推力発生装
置の平面構成図である。
【図２】（ａ）～（ｃ）は、本発明にかかる実施の形態１におけるマグナス式推力発生装
置の流れ阻害手段の変形例を示す平面構成図である。
【図３】（ａ）～（ｂ）は、本発明にかかる実施の形態２におけるマグナス式推力発生装
置の平面構成図である。
【図４】（ａ）～（ｂ）は、本発明にかかる実施の形態１および実施の形態２におけるマ
グナス式推力発生装置の違いを説明するための平面構成図である。
【図５】は、本発明にかかる実施の形態２におけるマグナス式推力発生装置の流れ阻害手
段の変形例を示す平面構成図である。
【図６】（ａ）～（ｄ）は、本発明にかかる実施の形態２におけるマグナス式推力発生装
置の流れ阻害手段の変形例を示す平面構成図である。
【図７】は、本発明にかかる実施の形態３における風力回転装置の平面構成図である。
【図８】は、本発明にかかる実施の形態３における風力回転装置の正面図である。
【図９】は、円筒翼と流れ阻害手段の距離とマグナス力抑制効果の関係をあらわす実験デ
ータである。
【図１０】は、第一回転軸から円筒翼の表面の最も遠い部位までの距離と第一回転軸から
流れ阻害手段の表面の最も近い部位までの距離を示す図である。
【図１１】（ａ）～（ｆ）は、本発明にかかる実施の形態４における円筒翼の平面構成図
である。
【図１２】は、本発明にかかる実施の形態５における円筒翼の正面図である。
【発明を実施するための形態】
【００４９】
　以下に本発明の具体的な実施の形態を示す。実施の形態はあくまで一例であり、この例
に限定されるものではない。
【００５０】
　（実施の形態１）
　以下に、本発明にかかる実施の形態１におけるマグナス式推力発生装置について説明す
る。
【００５１】
　図１（ａ）～（ｂ）は、本発明にかかる実施の形態１におけるマグナス式推力発生装置
の平面構成図である。
【００５２】
　図１（ａ）の位置関係においては、流れの方向５を紙面下方向、円筒翼１の進行方向３
を紙面右方向とし、円筒翼１の進行方向３に対する背面側、すなわち円筒翼１の紙面左側
には、円筒翼１の表面から円筒翼１の直径を超えない距離の位置に、板形状の流れ阻害手
段４が設けられている。
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【００５３】
　なお、円筒翼１が、本発明の第一部材の一例にあたり、流れ阻害手段４が、本発明の第
二部材の一例にあたる。
【００５４】
　ここで、「円筒翼１の進行方向３に対する背面側」とは、円筒翼１（第一部材）の第一
回転軸Ｃ１を含む平面であって、進行方向３と垂直である平面により２つに区切られた領
域において、進行方向３と反対側に位置する領域を意味しており、図１（ａ）の例では、
一点鎖線より左側の部分が「円筒翼１の進行方向３に対する背面側」にあたる。
【００５５】
　このとき、円筒翼１の第一回転軸Ｃ１回りの回転方向２を時計回りとすると、一点鎖線
（円筒翼１の中心線）より左側の部分は、流れの方向５と円筒翼１の回転方向２が逆にな
るので、流れ減速側となり、一点鎖線より右側の部分は、流れの方向５と円筒翼１の回転
方向２が同じになるので、流れ加速側となる。なお、後述するように、円筒翼１および流
れ阻害手段４は、第二回転軸１２を中心に公転することができる。
【００５６】
　流れ減速側では円筒翼１の表面の圧力が高くなり、流れ加速側では円筒翼１の表面の圧
力が低くなるので、流れの方向５に対して直角右方向にマグナス力６が発生する。
【００５７】
　すなわち、円筒翼１の進行方向３とマグナス力６の方向が一致している。
【００５８】
　ここで、流れ阻害手段４が円筒翼１の流れ減速側に位置しているため、流れ阻害手段４
により流れ減速側の流れが阻害されて減速するが、もともと流れが減速される側のため、
円筒翼１の流れ減速側の表面の圧力は、流れ阻害手段４がない場合と同程度となり、流れ
加速側の円筒翼１の表面との圧力差も流れ阻害手段４がない場合と同程度となる結果、円
筒翼１に発生するマグナス力６の大きさは、流れ阻害手段４がない場合と同程度となる。
【００５９】
　図１（ｂ）の位置関係においては、流れの方向５を下方向、円筒翼１の進行方向３を紙
面左方向とし、円筒翼１の進行方向３に対する背面側、すなわち円筒翼１の紙面右側（一
点鎖線より右側の部分）には、板形状の流れ阻害手段４が設けられている。
【００６０】
　このとき、円筒翼１の回転方向２を時計回りとすると、一点鎖線（円筒翼１の中心線）
より左側の部分は、流れの方向５と円筒翼１の回転方向２が逆になるので、流れ減速側と
なり、一点鎖線より右側の部分は、流れの方向５と円筒翼１の回転方向２が同じになるの
で、流れ加速側となる。
【００６１】
　流れ減速側では円筒翼１の表面の圧力が高くなり、流れ加速側では円筒翼１の表面の圧
力が低くなるので、流れの方向５に対して直角右方向にマグナス力６が発生する。
【００６２】
　すなわち、円筒翼１の進行方向３とマグナス力６の方向が逆となる。
【００６３】
　ここで、流れ阻害手段４が円筒翼の流れ加速側に位置しているため、流れ阻害手段４に
より流れ加速側の流れが阻害されて減速するため、流れ加速側の円筒翼１の表面の圧力が
下がりにくくなり、流れ減速側の円筒翼１の表面との圧力差が小さくなる結果、円筒翼１
に発生するマグナス力６の大きさが減少する。
【００６４】
　なお、流れ阻害手段４の形状は直線形状でなく、図２（ａ）のような略円弧形状や、図
２（ｂ）のような略Ｖ字形状にしてもよい。
【００６５】
　流れ阻害手段４の形状を略円弧形状や略Ｖ字形状にすることにより、流れの方向によっ
ては、流れ阻害手段４の抗力も円筒翼１の補助推進力として利用することができる。
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【００６６】
　また、流れ阻害手段４の厚さも一定である必要はなく、図２（ｃ）のような略流線型形
状にしてもよい。
【００６７】
　このように、流れ阻害手段４は、少なくとも、任意の形状の有体物であって、円筒翼１
の表面の流れに何らかの影響を与え得るものであればよいところ、有体物であれば、円筒
翼１の表面の流れに何らかの影響を与えることになるのは、明らかである。
【００６８】
　（実施の形態２）
　次に、本発明にかかる実施の形態２におけるマグナス式推力発生装置について説明する
。
【００６９】
　本実施の形態２におけるマグナス式推力発生装置は、実施の形態１と基本的な構成は同
じであるが、流れ阻害手段の形状が、円筒翼１の進行方向と逆方向に伸びた略板形状であ
る点が異なっている。
【００７０】
　図３（ａ）～（ｂ）は、本発明にかかる実施の形態２におけるマグナス式推力発生装置
の平面構成図である。
【００７１】
　図３（ａ）の位置関係においては、流れの方向５を紙面下方向、円筒翼１の進行方向３
を紙面右方向とし、円筒翼１の進行方向３に対する背面側、すなわち円筒翼１の紙面左側
（一点鎖線より左側の部分）には、円筒翼１の表面から円筒翼１の直径を超えない距離の
位置に、円筒翼の進行方向３と逆方向、すなわち紙面左方向に伸びた板形状の流れ阻害手
段４が設けられている。
【００７２】
　なお、円筒翼１が、本発明の第一部材の一例にあたり、流れ阻害手段４が、本発明の第
二部材の一例にあたる。
【００７３】
　このとき、円筒翼１の回転方向２を時計回りとすると、実施の形態１における図１（ａ
）の場合と同様に、流れの方向５に対して直角右方向にマグナス力６が発生する。
【００７４】
　すなわち、円筒翼の進行方向３とマグナス力６の方向が一致している。
【００７５】
　ここで、流れ阻害手段４が円筒翼１の流れ減速側に位置しているため、円筒翼１に発生
するマグナス力６の大きさが、流れ阻害手段４がない場合と同程度となる点も、実施の形
態１における図１（ａ）の場合と同様である。
【００７６】
　図３（ｂ）の位置関係においては、流れの方向５を下方向、円筒翼の進行方向３を紙面
左方向とし、円筒翼１の進行方向３に対する背面側、すなわち円筒翼１の紙面右側（一点
鎖線より右側の部分）には、円筒翼１の進行方向３と逆方向、すなわち紙面右方向に伸び
た板形状の流れ阻害手段４が設けられている。
【００７７】
　このとき、円筒翼の回転方向２を時計回りとすると、実施の形態１における図１（ｂ）
の場合と同様に、流れの方向５に対して直角右方向にマグナス力６が発生する。
【００７８】
　すなわち、円筒翼の進行方向３とマグナス力６の方向が逆となる。
【００７９】
　ここで、流れ阻害手段４が円筒翼１の流れ加速側に位置しているため、円筒翼１に発生
するマグナス力６の大きさが減少する点も、実施の形態１における図１（ｂ）の場合と同
様である。
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【００８０】
　本実施の形態２の効果が実施の形態１と異なるのは、図４のように、流れの方向５と本
発明のマグナス式推力発生装置のアジマス角１３が０度でない場合である。
【００８１】
　図４（ａ）に示すように、流れ阻害手段４の、円筒翼の進行方向３に対して直角方向の
幅が大きいと、アジマス角１３によっては、流れ阻害手段４の端部が、流れの方向５と平
行な一点鎖線より右側の部分、すなわち円筒翼１の流れ加速側の領域まで阻害するように
なり、流れ加速側の流れが阻害されて、円筒翼１に発生するマグナス力６の大きさが減少
してしまう。
【００８２】
　図４（ｂ）に示すように、流れ阻害手段４を、本実施の形態２のように円筒翼の進行方
向３に対して直角方向の幅が小さい略板形状とすることで、アジマス角１３によらず、流
れ阻害手段４の端部が流れ加速側の領域を阻害しにくくなり、円筒翼１に発生するマグナ
ス力６の大きさの減少を防止することができる。
【００８３】
　なお、円筒翼の進行方向３と逆方向に伸びた流れ阻害手段４の形状は板形状でなく、図
５のような略流線型形状にしてもよい。流れ阻害手段４を略流線型形状にすることで、流
れ阻害手段４の流体抵抗を減少させることができる。
【００８４】
　また、流れ阻害手段４の表面に、図６（ａ）に示すような溝形状７、図６（ｂ）に示す
ようなディンプルまたは突起物８、図６（ｃ）に示すようなボルテックスジェネレータ形
状９など、任意の凹凸による流れ制御手段を設けてもよい。
【００８５】
　これらの流れ制御手段により、流れ阻害手段４の流体抵抗を減少させたり、風切音など
の騒音を減少させることができる。
【００８６】
　さらに、流れ阻害手段４の端部に、図６（ｄ）に示すような突起物、もしくは切り欠き
など、任意の凹凸による流れ制御手段１０を設けてもよい。
【００８７】
　これらの流れ制御手段により、風切音などの騒音を減少させることができる。
【００８８】
　図６は、流れ阻害手段４を対象とするものであったが、これと同様に、円筒翼１の表面
に任意に凹凸を設けてもよく、そうすることによって得られる効果も、流れ阻害手段４に
任意に凹凸を設けた場合と同様である。なお、溝形状７、ディンプルまたは突起物８、ボ
ルテックスジェネレータ形状９及び流れ制御手段１０が、本発明の第二部材の凹凸の一例
にあたる。
【００８９】
　（実施の形態３）
　次に、本発明にかかる実施の形態３におけるマグナス式推力発生装置を用いた風力回転
装置について説明する。
【００９０】
　図７は、本発明にかかる実施の形態３における風力回転装置の平面図である。
【００９１】
　風力回転装置の第二回転軸１２に複数の支持部材１１ａ、１１ｂ、１１ｃが設けられて
おり、各々の支持部材１１ａ、１１ｂ、１１ｃには、それぞれ円筒翼１ａ、１ｂ、１ｃと
、各々の円筒翼の表面から円筒翼の直径を超えない距離の位置に、流れ阻害手段４ａ、４
ｂ、４ｃが設けられている。
【００９２】
　なお、円筒翼１ａ、１ｂ、１ｃが、本発明の第一部材の一例にあたり、流れ阻害手段４
ａ、４ｂ、４ｃが、本発明の第二部材の一例にあたる。
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【００９３】
　また、円筒翼１ａ、１ｂ、１ｃおよび流れ阻害手段４ａ、４ｂ、４ｃは、支持部材１１
ａ、１１ｂ、１１ｃを介して、第二回転軸１２を中心に回転可能である。
【００９４】
　なお、この例では、第二回転軸１２に設ける支持部材、円筒翼、および流れ阻害手段の
数は、それぞれ３つずつの組合せとしたが、これは一例であって、３つでなく、他の任意
の数であってもよい。
【００９５】
　また、図８に示すように、一組の支持部材１１ｄ、１１ｅにより、円筒翼１ａ、１ｂ、
１ｃおよび流れ阻害手段４ａ、４ｂ、４ｃを各々の両端で支持してもよい。
【００９６】
　気流中で各々の円筒翼１ａ、１ｂ、１ｃを回転させることで、円筒翼１ａ、１ｂ、１ｃ
それぞれにマグナス力６ａ、６ｂ、６ｃが発生し、風力回転装置を、第二回転軸１２を中
心に回転させる。
【００９７】
　円筒翼１ａ、１ｂ、１ｃの回転方法は、各々の円筒翼の根元にモーターを設置してもよ
いし、第二回転軸１２の近くに一つのモーターを設置して、チェーンやベルトにより各々
の円筒翼に回転力を伝達してもよい。
【００９８】
　本実施の形態３においては、気流の流れの方向５を紙面下向きとし、風力回転装置を第
二回転軸１２を中心に時計回りに回転させるために、各々の円筒翼の回転方向２ａ、２ｂ
、２ｃを時計回りとするとともに、各々の円筒翼の進行方向３ａ、３ｂ、３ｃに対する背
面側に、それぞれ流れ阻害手段４ａ、４ｂ、４ｃを設けている。
【００９９】
　このとき、風力回転装置の風上側にある円筒翼１ａに発生するマグナス力６ａの向きは
、紙面右方向、すなわち風力回転装置を時計回りに回転させる方向になる。
【０１００】
　ここで、流れ阻害手段４ａが円筒翼１ａの流れ減速側の範囲に位置しているため、円筒
翼１ａに発生するマグナス力６ａの大きさは、流れ阻害手段４ａがない場合と同程度とな
る。
【０１０１】
　一方、風力回転装置の風下側にある円筒翼１ｂ、１ｃに発生するマグナス力６ｂ、６ｃ
の向きも、紙面右方向、すなわち風力回転装置を反時計回りに回転させる方向になる。
【０１０２】
　ここで、円筒翼の進行方向３ｂ、３ｃに対する背面側に設けた流れ阻害手段４ｂ、４ｃ
が、それぞれ円筒翼１ｂ、１ｃの流れ加速側の範囲に位置することになる。
【０１０３】
　従って、円筒翼１ｂ、１ｃに発生するマグナス力６ｂ、６ｃの大きさは、流れ阻害手段
４ｂ、４ｃがない場合と比べて減少する。
【０１０４】
　よって、風力回転装置の風上側で発生する時計回りの回転力と、風下側で発生する反時
計回りの回転力が打ち消しあわず、風力回転装置は時計回りに回転することになる。
【０１０５】
　このように、本発明にかかるマグナス式推力発生装置を垂直軸、もしくは風向に対して
直角方向の水平軸をもつ風力回転装置に用いることで、流れ阻害手段という簡易な構造に
より、円筒翼を一方向に回転させたときに下流側で発生する、風力回転装置を逆回転させ
る方向のマグナス力を抑制し、風力回転装置の回転効率を向上させることができる。
【０１０６】
　本実施の形態３における第二回転軸１２に発電機を取り付けることで、風力発電機とし
て利用できる。
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【０１０７】
　また、第二回転軸１２の回転力を、ポンプなどの回転機械の駆動手段として利用できる
。
【０１０８】
　なお、風力回転装置の回転方向は反時計回りでもよい。この場合、各々の円筒翼の回転
方向を反時計回りとするとともに、円筒翼の進行方向に対する背面側に流れ阻害手段を設
ければよい。
【０１０９】
　また、本実施の形態３においては、風力回転装置の例として説明したが、水力回転装置
、潮力回転装置の場合も同様である。
【０１１０】
　（実験データ）
　図９は、直径１００ｍｍのリブ付き円筒翼と、円筒翼の進行方向と逆方向に伸びた、幅
１００ｍｍ、厚さ５ｍｍの板形状の流れ阻害手段を用いて、風速５ｍ／ｓで実験を行った
結果得られた実験結果である。図１０は、第一回転軸Ｃ１から円筒翼１の表面の最も遠い
部位までの距離Ｌと第一回転軸Ｃ１から流れ阻害手段４の表面の最も近い部位までの距離
Ｍを示す図である。
【０１１１】
　図９のグラフの横軸は円筒翼の半径をＬ、円筒翼の中心から流れ阻害手段との距離をＭ
として、円筒翼と流れ阻害手段との距離（Ｍ－Ｌ）をＬで除した値であり、縦軸はマグナ
ス力の測定値であり、「気流減速側」および「気流加速側」とは、気流減速側にのみ流れ
阻害手段を設けた場合および気流加速側にのみ流れ阻害手段を設けた場合（図１（ａ）の
場合と図１の（ｂ）の場合等に相当）にそれぞれ発生したマグナス力を意味し、「差分」
とは、「気流減速側」の場合および「気流加速側」の場合にそれぞれ発生するマグナス力
の差を意味する。
【０１１２】
　図９から以下のことが分かる。
【０１１３】
　すなわち、気流減速側に流れ阻害手段を設けた場合、（Ｍ－Ｌ）／Ｌの値によらず、ほ
ぼ一定の正のマグナス力が発生している。
【０１１４】
　一方、気流加速側に流れ阻害手段を設けた場合、（Ｍ－Ｌ）／Ｌの値が小さいほど、負
のマグナス力が小さくなっている。
【０１１５】
　よって、気流減速側に流れ阻害手段を設けた場合のマグナス力と、気流加速側に流れ阻
害手段を設けた場合のマグナス力との差分は、（Ｍ－Ｌ）／Ｌの値が小さいほど大きくな
る。
【０１１６】
　また、（Ｍ－Ｌ）／Ｌの値が２を超えると、差分がほとんど０となるところ、これは、
気流減速側に流れ阻害手段を設けた場合のマグナス力と、気流加速側に流れ阻害手段を設
けた場合のマグナス力が全体として打ち消しあうことを意味するので、本発明の効果が得
られなくなる。
【０１１７】
　したがって、（Ｍ－Ｌ）／Ｌは、２より小さい値とすることが望ましい。より好ましく
は、（Ｍ－Ｌ）／Ｌは、１より小さい値とすることが望ましい。さらに、好ましくは、（
Ｍ－Ｌ）／Ｌは、０．４より小さい値とすることが望ましい。
【０１１８】
　（実施の形態４）
　次に、本発明にかかる実施の形態４におけるマグナス式推力発生装置について説明する
。
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【０１１９】
　図１１（ａ）～（ｆ）は、本発明にかかる実施の形態４における円筒翼１の平面構成図
である。
【０１２０】
　本実施の形態４におけるマグナス式推力発生装置は、円筒翼１の断面形状が異なってい
る。実施の形態４における円筒翼１は、表面に任意に凹凸を有する。
【０１２１】
　図１１（ａ）に示す円筒翼１は、表面に３つの断面三角形状のリブ１３が回転軸Ｃ１と
平行に形成されている。リブ１３の数は、いくつでもよいが、合計で３～８程度が好まし
い。リブ１３の高さは、円筒翼１の直径の１０％以下が好ましい。第一回転軸Ｃ１から円
筒翼１の表面の最も遠い部位までの距離Ｌは、図１１（ａ）に示すように、第一回転軸Ｃ
１からリブ１３の最も高い位置までとなる。
【０１２２】
　図１１（ｂ）に示す円筒翼１は、表面に２つの断面三角形状のリブ１３及び２つの断面
四角形状のリブ１４が回転軸Ｃ１と平行に形成されている。リブ１３，１４の数は、それ
ぞれいくつでもよいが、合計で３～８程度が好ましい。リブ１３，１４の高さは、円筒翼
１の直径の１０％以下が好ましい。第一回転軸Ｃ１から円筒翼１の表面の最も遠い部位ま
での距離Ｌは、図１１（ｂ）に示すように、第一回転軸Ｃ１からリブ１３，１４の最も高
い位置までとなる。
【０１２３】
　図１１（ｃ）に示す円筒翼１は、表面に６つの断面円弧形状の切欠１５が回転軸Ｃ１と
平行に形成されている。切欠１５の数は、いくつでもよいが、合計で３～８程度が好まし
い。切欠１５の深さは、円筒翼１の直径の１０％以下が好ましい。第一回転軸Ｃ１から円
筒翼１の表面の最も遠い部位までの距離Ｌは、図１１（ｃ）に示すように、第一回転軸Ｃ
１から表面までとなる。
【０１２４】
　図１１（ｄ）に示す円筒翼１は、表面に４つの断面円弧形状の切欠１５及び４つの断面
四角形状の切欠１６が回転軸Ｃ１と平行に形成されている。切欠１５、１６の数は、いく
つでもよいが、合計で３～８程度が好ましい。切欠１５、１６の深さは、円筒翼１の直径
の１０％以下が好ましい。第一回転軸Ｃ１から円筒翼１の表面の最も遠い部位までの距離
Ｌは、図１１（ｄ）に示すように、第一回転軸Ｃ１から表面までとなる。
【０１２５】
　図１１（ｅ）に示す円筒翼１は、表面に４つの断面四角形状のリブ１４及び４つの断面
四角形状の切欠１６が回転軸Ｃ１と平行に形成されている。リブ１４及び切欠１６の数は
、いくつでもよいが、合計で３～８程度が好ましい。リブ１４の高さ及び切欠１６の深さ
は、円筒翼１の直径の１０％以下が好ましい。第一回転軸Ｃ１から円筒翼１の表面の最も
遠い部位までの距離Ｌは、図１１（ｅ）に示すように、第一回転軸Ｃ１からリブ１４の最
も高い位置までとなる。
【０１２６】
　図１１（ｆ）に示す円筒翼１は、表面に２つの断面四角形状のリブ１４、２つの断面円
弧形状のリブ１７及び２つの断面三角形状の切欠１８が回転軸Ｃ１と平行に形成されてい
る。リブ１４，１７及び切欠１８の数は、いくつでもよいが、合計で３～８程度が好まし
い。リブ１４，１７の高さ及び切欠１８の深さは、円筒翼１の直径の１０％以下が好まし
い。第一回転軸Ｃ１から円筒翼１の表面の最も遠い部位までの距離Ｌは、図１１（ｆ）に
示すように、第一回転軸Ｃ１からリブ１４の最も高い位置までとなる。
【０１２７】
　なお、円筒翼１が、本発明の第一部材の一例にあたる。また、リブ１３，１４，１７及
び切欠１５，１６，１８が、本発明の第一部材の凹凸の一例にあたる。
【０１２８】
　このように、円筒翼１の表面が、突起物、もしくは切り欠きなど、任意の凹凸を有する
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【０１２９】
　（実施の形態５）
　次に、本発明にかかる実施の形態５におけるマグナス式推力発生装置について説明する
。
【０１３０】
　図１２は、本発明にかかる実施の形態５における円筒翼１の正面図である。
【０１３１】
　本実施の形態５におけるマグナス式推力発生装置は、円筒翼１の第一回転軸Ｃ１方向の
両端部に大径部Ｄが形成される。大径部Ｄは、円筒翼１と一体に回転する。このように、
円筒翼１の両端部に大径部Ｄを形成することで、円筒翼１の中央付近と両端部付近の流れ
が均一化され、円筒翼１に発生するマグナス力が大きくなる。
【産業上の利用可能性】
【０１３２】
　本発明のマグナス式推力発生装置は、簡易な構造により、円筒翼に作用する流れの方向
に応じて、円筒翼に発生するマグナス力の大きさを効率的に制御する効果を発揮し、風力
回転装置、水力回転装置、潮力回転装置、ならびに風力発電機、水力発電機、潮力発電機
などの流体機械を駆動させる推力発生装置として有用である。
【符号の説明】
【０１３３】
　１、１ａ、１ｂ、１ｃ　円筒翼
　２、２ａ、２ｂ、２ｃ　円筒翼の回転方向
　３、３ａ、３ｂ、３ｃ　円筒翼の進行方向
　４、４ａ、４ｂ、４ｃ　流れ阻害手段
　５　流れの方向
　６、６ａ、６ｂ、６ｃ　マグナス力
　７　溝形状
　８　ディンプルまたは突起物
　９　ボルテックスジェネレータ形状
　１０　突起物または切り欠き
　１１、１１ａ、１１ｂ、１１ｃ、１１ｄ、１１ｅ　支持部材
　１２　第二回転軸
　１３　マグナス式推力発生装置のアジマス角
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